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会社の体制及び方針
（1）内部統制システム構築の基本方針

当社が、業務の有効性及び効率性、法令等の遵守ならびに資産の保全を目的として、会社法
第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１項及び第３項の規定に従い、取締
役会において定めた基本方針は次のとおりであります。

①当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
・法令及び定款を遵守するため、コンプライアンス規程及びマニュアルを整備し、企業グルー
プの全使用人に対し教育を徹底する。
・企業グループ全体のコンプライアンスを統括する担当取締役を定める。また、内部統制委員
会を設置し、各部門及び子会社のコンプライアンスに関する取り組みの状況をチェックし、
必要な指導を行うと共に、コンプライアンスに関係した一定の重要な意思決定を行う事項に
ついては、委員会で事前検証を行う。
・各本部及び子会社にコンプライアンス責任者を定め、所属員への教育と定期的な業務チェッ
ク、改善指導等を行う。
・オークマグループの内部通報・相談窓口を社内及び社外に設置し、違反行為の早期発見と再
発防止につなげる仕組みを構築する。
・社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、厳正に対処する。
②当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスクの洗い出しや管理方法及び手順などを定めた内部統制基本規程を整備する。
・内部監査室は、子会社を定期的に監査･指導し、企業グループ全体のリスク管理を徹底する。
また、企業グループのリスク管理状況を、取締役会に定期的に報告する。
・新たに生じた重要リスクに対しては、速やかに担当取締役を定め、必要な対策を講ずる。有
事に際しては、社長を対策本部長とする緊急対策本部を設置し、危機管理にあたる。

③当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制
・子会社及び関連会社の事業運営は、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重
要案件の事前協議を行う。
・企業グループ内で整合性が取れた決議･決裁権限規程を定め、職務執行が適正かつ効率的に
行われる体制とする。
・子会社及び関連会社の事業運営やリスク管理体制等については、各担当取締役が、総合的に
助言･指導を行う。

④取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制
・取締役の職務執行に係る情報は、文書管理規程に従い適切に保存･管理する。
・職務執行情報は、検索可能な状態で管理する。
⑤当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会を定期的に開催するほか、適宜臨時に開催し、迅速な意思決定と効率的な業務執行
を行う。
・取締役及び執行役員で構成する執行役員会を定期的に開催し、職務執行上の重要案件につい
て、十分な審議を行う。
・年度経営計画及び中期経営計画を策定し、明確な目標を付与する。また、各部の所属長によ
って構成する経営会議を毎月開催し、業績報告を通じて進捗状況を検査する。
・取締役、執行役員、所属長及び子会社の決裁権限を明らかにした「決議･決裁権限規程」を
定め、職務執行が適正かつ効率的に行われる体制とする。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用人に関する体制
・内部監査室が監査役の職務を補助する。なお、補助する職務の内容により、専任の使用人が
必要となった場合には、監査役と取締役で十分に協議し、人選を行う。
・監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の要請に従い、監査役の監査に必要な調査を行
う。

⑦監査役の職務を補佐する使用人の取締役からの独立性に関する事項
・監査役の職務を補助する使用人の任命･異動については、監査役会の同意を要する。
・監査役の職務を補助する使用人の人事評価は、監査役の意見を反映させる。
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⑧当社及び子会社の取締役、使用人が監査役(会)に報告するための体制及び監査役の監査が実効
的に行われることを確保するための体制
・経営会議及び利益管理会議等の重要会議には、常勤監査役が出席する。また、執行役員会に
も常勤監査役が参加する。
・内部監査室は、業務監査の結果について、取締役会へ報告すると同時に、常勤監査役へも報
告する。
・決裁書及び監査役から要求された会議録は、監査役へ回付する。
・コンプライアンス担当取締役は、コンプライアンスの取り組み及び内部通報制度の運用状況、
リスク管理の状況について、常勤監査役に定期報告する。また、法令及び定款に違反した行
為または重大な事件が発生した場合は、発生した事実と原因、対策について速やかに常勤監
査役に報告する。
・監査役は、必要に応じ、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の外部アドバイザーに
相談することができ、その費用は会社が負担する。

⑨監査役へ報告した者が報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
・監査役への報告を行った企業グループの役員、使用人に対して、当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを行うことを禁止する。

（2）内部統制システムの運用状況
当期における内部統制システムの主な運用状況は次のとおりであります。

・取締役会の透明性の確保、監督機能などコーポレート･ガバナンスの更なる強化を図るため社
外取締役複数体制としております。
また、取締役及び監査役による自己評価を踏まえ取締役会の実効性の評価を継続して実施し、
取締役会の実効性の維持、向上に取り組んでおります。
更に、職務執行上の重要案件を十分に審議するために、取締役及び執行役員で構成する執行役
員会を毎週開催するなど、取締役の職務執行の適正性及び効率性の確保に取り組んでまいりま
した。
・当社は、企業グループ全体のリスク評価を踏まえて、当期の内部統制監査の基本計画を策定し
各部門の内部監査人、内部監査室、会計監査人、監査役が連携して、監査を実施いたしました。
内部統制委員会は、監査の結果及び是正の進捗状況を定期的に確認して、取締役会に報告いた
しました。
また、内部監査室は、取締役、監査役との報告会を毎月開催し、内部統制システムの整備・運
用状況等について報告いたしました。
・当期は、Okuma America Corporation、Okuma Europe GmbH、北一大隈（北京）机床
有限公司、Okuma Techno（Thailand）Ltd.、Okuma Vietnam Co., Ltdの５社について、
監査役、会計監査人、内部監査室が連携して定期監査を行いました。また、大隈机械（上海）
有限公司、OTR Makina Sanayi ve Ticaret Ltd. Şti.の２社は書面監査を行いました。各々、
財務報告に係る内部統制の他に重要な業務として、輸出管理、機密情報管理、固定資産管理等
について、改善事項の指導を行いました。
・輸出管理につきましては、輸出許可の申請部門と審査部門を独立した体制とし、内部監査に輸
出管理部門が参画するなど、法令遵守のための仕組みを一層強化しております。
・当社は、企業グループの業務の適正を確保するために、企業規模に応じて整合性が取れた決
議・決裁権限規程を定め運用し、事業及び財務等のリスクに対する監視を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書
2023年４月１日から
2024年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2023 年４月１日残高 18,000 41,715 139,321 △12,960 186,077
当連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △5,867 △5,867
親会社株主に帰属する
当期純利益 19,381 19,381

自己株式の取得 △3,690 △3,690
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 46 46

譲渡制限付株式報酬 15 36 51
株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）
当連結会計年度中の変動額
合計 ― 62 13,513 △3,654 9,922

2024 年３月 31日残高 18,000 41,777 152,835 △16,614 195,999

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2023 年４月１日残高 9,829 8,061 △451 17,439 9,333 212,850
当連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △5,867
親会社株主に帰属する当
期純利益 19,381

自己株式の取得 △3,690
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 46

譲渡制限付株式報酬 51
株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

6,026 7,190 1,301 14,517 556 15,074

当連結会計年度中の変動額
合計 6,026 7,190 1,301 14,517 556 24,996

2024 年３月 31日残高 15,855 15,251 850 31,957 9,890 237,846
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 15社

Okuma America Corporation
Okuma Europe GmbH
株式会社日本精機商会
Okuma Latino Americana Comércio Ltda.
オークマ興産株式会社
北一大隈（北京）机床有限公司
大同大隈股份有限公司
Okuma Australia Pty. Ltd.
大隈机械（上海）有限公司
Okuma Techno（Thailand）Ltd.
大隈（常州）机床有限公司
Okuma Deutschland GmbH
Okuma Benelux B.V.
株式会社大隈技研
オークマスチールテクノ株式会社

（2）非連結子会社の数 16社
株式会社神代鉄工所
株式会社オークマキャリアスタッフ
OKUMA India Pvt. Ltd.
Okuma Austria GmbH
OTR Makina Srayi ve Ticaret Ltd Sti.
Okuma New Zealand Ltd.
PT. Okuma Indonesia 他９社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社16社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、
連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社 16社

株式会社神代鉄工所
株式会社オークマキャリアスタッフ
OKUMA India Pvt. Ltd.
Okuma Austria GmbH
OTR Makina Srayi ve Ticaret Ltd Sti.
Okuma New Zealand Ltd.
PT. Okuma Indonesia 他９社
（持分法を適用しなかった理由）
持分法を適用していない非連結子会社16社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用か
ら除外しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、Okuma Latino Americana Comércio
Ltda.、北一大隈（北京）机床有限公司、大同大隈股份有限公司、大隈机械（上海）有限公司、
Okuma Techno（Thailand）Ltd.ならびに大隈（常州）机床有限公司の６社であり、その決
算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に際しましては、Okuma Latino
Americana Comércio Ltda.は、連結決算日現在で決算に準じた会計処理を行った計算書類
を基礎としております。北一大隈（北京）机床有限公司、大同大隈股份有限公司、大隈机械
（上海）有限公司、Okuma Techno（Thailand）Ltd.ならびに大隈（常州）机床有限公司は、
同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主
として移動平均法により算定）

市場価格のない
株式等

主として移動平均法による原価法

②デリバティブ 時価法
③棚卸資産
製品及び仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り、一部の連結子会社は移動平均法による原価法及び低価法によっ
ております。

原材料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
により、一部の連結子会社は低価法によっております。

貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
により、一部の連結子会社は低価法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ４～22年

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
ソフトウエアについては、自社利用のものは社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法、販売目的のものは３年以内の見込販
売数量に基づく償却額（残存有効期間均等配分額以上）を計上する
方法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取り決め
がある場合には当該金額）として算定する定額法によっておりま
す。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支払に充てるため、支給見込額のうち期間対応
額を計上しております。一部の在外連結子会社は、賞与引当金を計
上しておりません。

③役員賞与引当金 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち期間対応額を計
上しております。一部の在外連結子会社は、役員賞与引当金を計上
しておりません。
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④製品保証引当金 売上製品の保証期間内に発生する無償のアフターサービスの費用に
備えるため、売上高を基準として過去の経験率により計上しており
ます。一部の連結子会社は、製品保証引当金を計上しておりませ
ん。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（主として15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌連結会計年度より費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主として15年）による定額法により費用処理しております。
③小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、直近の年金財政計
算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
①ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によっておりま
す。

②のれんの償却方法
及び期間

のれんの償却については、15年間の均等償却を行っております。

③収益及び費用の計上基準
1. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
契約条件に照らし合わせて顧客が製品等に対する支配を獲得するまでの物品販売及び
役務サービスが履行義務であります。

2. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
契約条件に照らし合わせて顧客が製品等に対する支配を獲得したと認められる時点が
契約の履行義務の充足時期であり、検収時、顧客への製品等の到着時や貿易上の諸条
件等に基づき収益を認識しております。

④グループ通算制度
の適用

グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額は次のとおりです。
繰延税金資産 1,126百万円
繰延税金負債 5,572 〃
繰延税金資産のうち、将来において回収が見込めない部分については評価性引当額を設定しており
ます。
繰延税金資産の評価は将来の課税所得の見積りに依拠します。将来の課税所得が、経済環境の変化
や収益性の低下により予想された額よりも低い場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において
認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 82,190百万円
2. コミットメント契約

当企業グループは、運転資金の効率的な調達を行うため16金融機関とコミットメント契約を
締結しております。
当連結会計年度末における、コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
コミットメントの総額 20,000百万円
借入実行残高 ―
差 引 額 20,000百万円

3. 圧縮記帳
有形固定資産に係る補助金の受け入れにより取得原価から直接控除された内容は、次のとおり
であります。
建物及び構築物 920百万円
機械装置及び運搬具 36 〃
その他 1 〃

連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 33,755,154 ─ ─ 33,755,154

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 2,795,280 550,213 7,700 3,337,793
（変動事由の概要）
増加株式数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 1,013株
取締役会決議に基づく自己株式の取得 549,200株

減少株式数の内容は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬の支給による減少 7,700株

3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日
定時株主総会 普通株式 2,786 90 2023年

３月31日
2023年
６月23日 利益剰余金

2023年10月31日
取締役会 普通株式 3,081 100 2023年

９月30日
2023年
11月27日 利益剰余金

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日
定時株主総会 普通株式 3,041 100 2024年

３月31日
2024年
６月24日 利益剰余金
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関からの
借入や社債発行により資金を調達しております。
受取手形、及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。
投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお
ります。
借入金及び社債の使途は、運転資金及び設備投資資金であります。
デリバティブ取引は、通常の取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの
変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨オプション取引及び通貨スワップ取引を行
っております。また、金利関連では、借入金及び社債の金利リスクを回避する目的で、金利ス
ワップ取引を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであ
ります。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略してお
り、預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、電子記録債務、及び未払金は短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 33,528 33,528 ―

資産計 33,528 33,528 ―
（2）社債 5,000 4,942 △58
負債計 5,000 4,942 △58
デリバティブ取引（※） （717） （717） ―
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については（ ）で示しております。

（注）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 136
非連結子会社株式 2,244
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算
定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 33,528 － － 33,528

資産計 33,528 － － 33,528
デリバティブ取引
為替予約関連 － △434 － △434
通貨関連 － △282 － △282
負債計 － △717 － △717

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 － 4,942 － 4,942
負債計 － 4,942 － 4,942
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
為替予約、及び通貨スワップの時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算
定しており、レベル２の時価に分類しております。
社 債
当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。社債の公正価値は、市
場価格があるものの活発な市場で取引されているわけではないため、レベル２の時価に分類
しております。
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賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため注記を省略しております。

収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

製品別に分解した売上高については、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

売上高 構成比（％）
ＮＣ旋盤 40,571 17.8
マシニングセンタ 118,480 52.0
複合加工機 60,753 26.6
ＮＣ研削盤 3,549 1.6
その他 4,640 2.0
合計 227,994 100.0
（注）連結会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に
関する注記等 4. 会計方針に関する事項（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
③収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 38,835
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 43,556
契約負債（期首残高） 9,754
契約負債（期末残高） 6,864
連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は、受取手形、売掛金、及び電子記録
債権に含まれております。
契約負債は、契約に基づき顧客から受領した前受金に関連するものであり、連結貸借対照表に
おける前受金に含まれております。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契
約負債残高に含まれていた額は、9,427百万円であります。また当連結会計年度において、契
約負債が2,889百万円減少した主な理由は、受注の減少によるものであります。契約の成立
（注文等）から義務の履行まで通常１年を超過することはないため、重要な金融要素は含んで
おりません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当企業グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務
上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契
約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 7,494円28銭
2. １株当たり当期純利益 629円80銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）連結計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
2023年４月１日から
2024年３月31日まで
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

2023 年４月１日残高 18,000 14,951 25,742 40,693 2,318 11,270 81,960 95,549
当事業年度中の変動額
剰余金の配当 △5,867 △5,867
当期純利益 14,592 14,592
自己株式の取得
譲渡制限付株式報酬 15 15
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額
（純額）
当事業年度中の変動額合計 ― ― 15 15 ― ― 8,725 8,725
2024 年３月 31日残高 18,000 14,951 25,757 40,708 2,318 11,270 90,685 104,274

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額等
合計

2023 年４月１日残高 △12,960 141,282 9,736 9,736 151,018
当事業年度中の変動額
剰余金の配当 △5,867 △5,867
当期純利益 14,592 14,592
自己株式の取得 △3,690 △3,690 △3,690
譲渡制限付株式報酬 36 51 51
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額
（純額）

6,056 6,056 6,056

当事業年度中の変動額合計 △3,654 5,086 6,056 6,056 11,143
2024 年３月 31日残高 △16,614 146,368 15,793 15,793 162,162
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）デリバティブ 時価法
（3）棚卸資産

製品及び仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
機械及び装置 ４～22年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
ソフトウエアについては、自社利用のものは社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法、販売目的のものは３年以内の見込販
売数量に基づく償却額（残存有効期間均等配分額以上）を計上する
方法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリ
ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取り決め
がある場合には当該金額）として算定する定額法によっておりま
す。

3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支払に充てるため、支給見込額のうち期間対応
額を計上しております。

（3）役員賞与引当金 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち期間対応額を計
上しております。

（4）製品保証引当金 売上製品の保証期間内に発生する無償のアフターサービスの費用に
備えるため、売上高を基準として過去の経験率により計上しており
ます。

（5）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理して
おります。
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の

貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。
（2）ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要

件を満たしている通貨スワップについては振当処理に、特例処理の
要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており
ます。

（3）収益及び費用の計上基準
①企業の主要な事業における主な履行義務の内容
契約条件に照らし合わせて顧客が製品等に対する支配を獲得するまでの物品販売、及び役務サ
ービスが履行義務であります。

②企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
契約条件に照らし合わせて顧客が製品等に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履
行義務の充足時期であり、検収時、顧客への製品等の到着時や貿易上の諸条件等に基づき収益
を認識しております。

（4）グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
当事業年度に係る計算書類に計上した金額は次のとおりです。
繰延税金資産 ―百万円
繰延税金負債 5,740 〃
識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報は、連結注記表「会計上の見積りに
関する注記 繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一となります。
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貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 69,271百万円
2. 関係会社に対する短期金銭債権 20,984百万円

関係会社に対する長期金銭債権 347 〃
関係会社に対する短期金銭債務 3,260 〃

3. コミットメント契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため16金融機関とコミットメント契約を締結してお
ります。
当事業年度末における、コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
コミットメントの総額 20,000百万円
借入実行残高 ―
差 引 額 20,000百万円

4. 圧縮記帳
有形固定資産に係る補助金の受け入れにより取得原価から直接控除された内容は、次のとおり
であります。
建物 902百万円
構築物 17 〃
機械及び装置 36 〃
その他 1 〃

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 83,491百万円
仕入高 13,695 〃
販売費及び一般管理費 2,465 〃
営業取引以外の取引高（収益） 3,487 〃
営業取引以外の取引高（費用） 2 〃

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（株） 2,795,280 550,213 7,700 3,337,793
（変動事由の概要）
増加株式数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 1,013株
取締役会決議に基づく自己株式の取得 549,200株
減少株式数の内容は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬の支給による減少 7,700株
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税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金等 614百万円
減価償却費 1,433 〃
棚卸資産評価損 865 〃
投資有価証券評価損 354 〃
その他 772 〃
小 計 4,040百万円
評価性引当額 △1,664 〃
繰延税金負債との相殺 △2,375 〃
合 計 ―

（繰延税金負債）
前払年金費用 819百万円
その他有価証券評価差額金 6,304 〃
組織再編に伴う資産評価差額 992 〃
小 計 8,116百万円
繰延税金資産との相殺 △2,375 〃
合 計 5,740百万円

2. 法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、｢グループ通算制度を適用する場合の
会計処理及び開示に関する取扱い｣（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人
税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っ
ております。

関連当事者との取引に関する注記
子会社

属性 会社等
の名称 住所 資本金又

は出資金
事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引
金額

（百万円）
科目

期末
残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
Okuma
America
Corporation

アメリカ
シャーロ
ット市

万ドル
6,235

工作機械
の販売・
アフター
サービス

所有
直接
100.0

2人 当社製品の販売
工作機械
の売上 45,487 売掛金 9,118

子会社
Okuma
Europe
GmbH

ドイツ
クレーフ
ェルト市

万ユーロ

260
工作機械
の販売・
アフター
サービス

所有
直接
100.0

1人 当社製品の販売

工作機械
の売上 24,114 売掛金 7,911

運転資金
の回収 436

１年内回収
予定の長期
貸付金

436

長期貸付金 347

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。
２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 5,331円25銭
2. １株当たり当期純利益 474円19銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。


